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研究成果の概要（和文）：　本研究では、総算出単位当たりの資源・環境仕様（負荷）量を表す直接原単位と、
産業連関表を用いることで、原材料・半製品（中間需要・投入）の形で、他産業の資源・環境（負荷）を表す間
接原単位の把握を可能にする「内包型原単位法」により、沖縄観光を対象に、二酸化炭素排出量や水等の資源・
環境仕様（負荷）の把握を試みました。
　分析結果からは、観光の直接使用（負荷）は小さいものの、間接まで加えると、その使用（負荷）は決して小
さくないことがわかりました。

研究成果の概要（英文）：This study tries to measure how big environmental loads caused by using of  
 natural resources such as water and so on in tourism and tourism related industries in Okinawa. 
This study shows not only its direct but also indirect loads by applying embodied unit coefficient. 
The coefficient makes possible to measure not only its direct usages of resources to product those 
industries' goods and services but also indirect embodied usages of them in the intermediate inputs 
to product them. Based on the results, we can say that its environmental loads of tourism is 
relatively small in terms of direct but is not small in terms of indirect.  

研究分野：観光経済・統計学

キーワード： 沖縄観光　内包型原単位　エコロジカルフットプリント　温室効果　水　ハワイ観光
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　研究で用いた内包型原単位は、需要・供給両側から定義可能ですが、両者は同じものです。本研究は、この同
一性を理論的に証明しました。また、この点が未充足の先行研究も少なくありませんが、定義式に則れば、中間
投入を介した資源・環境の間接試用（負荷）は、産業間の差異はあれども総和はゼロになります。この点の理論
的検証も本研究で行いました。加えて、計測に不可欠な産業別の直接使用（負荷）原単位は、総使用（負荷）量
を中間需要比で案分し得られることも理論的に検証しました。一連の「内包型原単位法」の整合性の検証によ
り、今後同様の研究を行う際は、その形成過程を理解し、理論的整合性に疑わず活用できる途を確立しました。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 パルプ原料として輸入した木材の生育に要した水は、輸入国の使用と考える「仮想水」の考え
方は、エコロジカルフットプリントの普及と相まって、環境の使用（負荷）を捉える基準として
定着しています。従来の LCA でも、イベントリ毎の使用（負荷）を捉える試みは存在しましたが、
正確さ、詳細さを高めるとコストが嵩むため適用に限界が有りました。他方、イベントリを産業
間の連関（原材料、半製品取引=中間投入・需要）に限定、簡略化した産業連関モデルを用い低
コストで実行可能性なコンパウンド法が存在します。同手法はしかし、各産業が自産業の財・サ
ービスの生産に付随した直接使用（負荷）の把握に留まっていたため、中間投入・需要に内包さ
れた間接使用（負荷）の把握は不可能でした。 
 
２．研究の目的 
 国立環境研究所を中心に（南斉 2013）、直接と間接の資源・環境使用（負荷）の把握が可能な
「内包型原単位法」を確立、これによりコンパウンド法が改善されました。同時に、LIME（日本
版被害算定型影響評価手法）関係者等により同原単位の計測に不可欠な、産業別の直接使用（負
荷）原単位が、二酸化炭素や水等、いくつかの資源・環境に対して整備されました。よって現状
では、産業連関表さえあれば、多様な資源・環境の使用（負荷）について都道府県以下の規模の
自治体でも、バーチャルな視点に立った、真の使用（負荷）の計測が可能となりました。自然環
境に基づく観光が基幹産業の沖縄県にとっては、持続可能の観点からも、これら資源・環境使用
（負荷）の把握、データ整備は重要です。また、財・サービスの生産に化石燃料を多用する工場
等の設備が不要なため、観光は資源や環境負荷の低い産業といわれています。本研究は、同原単
位に基づき、その化石燃料や水等の資源・環境使用（負荷）を捉え直し、観光は本当にエコフレ
ンドリーな産業といえるのか等、その持続可能性を検証する目的で行われました。 
 
３．研究の方法 
 中間財であれ最終生産物であれ、資源・環境使用（負荷）は生産、供給概念で、福田他は実際
に、同原単位を供給側から定義しています（以下は、域内材のみで定義、かつ行列表示）。  

𝐸் + 𝜀𝐴ௗ𝑋 = 𝜀𝑋 

𝐸்：（転置）資源・環境直接使用൫負荷൯ 𝜀：内包型原単位 𝐴ௗ：域内中間投入係数行列 

𝐸் = 𝜀(𝐼 − 𝐴ௗ)𝑋 ⋯  ※        𝑑் = 𝜀(𝐼 − 𝐴ௗ) 

     𝐸்𝑋ିଵ = 𝜀(𝐼 − 𝐴ௗ)𝑋𝑋ିଵ        𝜀 = 𝑑்(𝐼 − 𝐴ௗ)ିଵ 

                          𝑑்：（転置）直接資源・環境使用൫負荷൯原単位 

 
 他方、「内包」は、家計消費や移輸出等、最終需要に付随して発生する資源・環境使用（負荷）
を意味します。産業連関表を用いるコンパウンド法であるため、同原単位は一方で需要側から定
義可能で、国立環境研は同様に定義しています。導く原単位は同じなので、両者過程も同じもの
のはずです。この点を明らかにした研究は見当たりませんが、供給側からの導出過程の式※を、
以下の形で展開すれば、原単位εその直接使用（負荷）𝐸்を最終需要𝐹𝐷で割った、最終需要𝐹𝐷
に内包する資源・環境使用（負荷）といった定義が導出できます。さらに、以下の手順を逆にた
どれば、原単位εは需要側からも導出できます）。 

𝐸் = 𝜀(𝐼 − 𝐴ௗ)𝑋 ⋯※  𝑋 = (𝐼 − 𝐴𝑑)−1𝐹𝐷 

𝐸் = 𝜀(𝐼 − 𝐴ௗ)(𝐼 − 𝐴ௗ)ିଵ𝐹𝐷 = 𝜀𝐹𝐷   𝐸்𝐹𝐷ିଵ = 𝜀𝐹𝐷𝐹𝐷ିଵ = 𝜀 

 
４．研究成果 
 計画では、沖縄観光の CO2排出（→温室効果）、水、道路面積（→渋滞）と、具体的な資源・環
境使用（負荷）を順次分析する予定でした。そのうち、CO2 排出、および水使用については分析
したものの（金城 2013、宮城 2020）、道路他については持越しとなりました。持越しの理由でも
ありますが、代わりに研究室の院生の指導を通じ、インドネシアの貧困およびハワイの CO2排出
の内包型原単位を計測しました（オスカー2016、宮城・金城 2020）。紙幅の都合上、個々の分析
結果については、個々の論文等で確認してもらうとして、直近の計測結果、ハワイの CO2排出量
についてまとめたものが下図です（実際は 68 産業について分析し、図には中でも影響の大きか
った産業を抜粋し示しています）。青（濃）色は直接、緑（薄）色は間接、赤（線）枠が前者と
後者を足した、内包型 CO2 総排出原単位です。各値は、産業平均（原点）で基準化しています。
図から、化石燃料を大量消費する航空や運輸・交通産業、発電の直接排出量が大きいことがわか
ります。ただし、発電は直接と同量の間接排出量を示し、総排出量はゼロとなっていることから、
原材料として他産業に電力を供給するため、言い換えれば、他産業の生産を支えるため止むを得
ず排出している点で、運輸・交通等他産業とは全く異なる性質を有しています。宿泊 



や飲食等の観光関連産業では逆、自産業の財・サービスの供給のための直接排出は小さいものの、
原材料・半製品の使用を通じ他産業に間接排出させている CO2 は多いことが見て取れます。「3」
で示した内包型原単位の需要、供給量側から導出過程が同じものであることの証明も研究成果
のひとつです。分析事例からも 2 つの研究成果が導けます。本研究でいう資源・環境の直接使用
（負荷）は、産業連関表を用いた現在のコンパウンド法による LCA が導く帰結と同様です。直接
使用（負荷）だけを見ればよって、風聞通り、観光関連産業の使用（負荷）は小さく、エコフレ
ンドリーという帰結になります。しかし、内包型原単位を用い、バーチャル、つまり間接使用（負
荷）を加えると、観光関連産業は、運輸・交通に続き、大量の CO2を排出させ、温室効果の元凶
とすらいうことができます。現在、多くの教科書に記載され、多用される手法が、バーチャルで
より普遍的な資源・環境使用（負荷）の計測法として不十分な点を示したことも、本研究の成果
のひとつです。加えて、原材料。・半製品として使用され、間接的に使用（負荷）する中間財も、
元々はいずれかの産業自体の財・サービスの生産、つまり直接的な使用（負荷）であったと考え
られます。よって、顕在化する資源・環境の使用（負荷）は、この直接使用（負荷）：𝐸்のみで
す。よって、「3」の内包型原単位の導出の冒頭の式を踏まえると間接の使用（負荷）量はゼロと
ならなければなりません（理論的にも、下式より、𝑑்𝑋 = 𝜀𝑋より、直接使用（負荷）=内包型の
総使用（負荷）が成り立つので、「3」の𝜀𝐴ௗ𝑋は、ゼロになります）。 
 

𝜀 = 𝑑்(𝐼 − 𝐴ௗ)ିଵ  →  𝑑்(𝐼 − 𝐴ௗ)ିଵ𝐹𝐷 = 𝜀𝑋 =  𝑑்𝑋(= 𝐸்)  
 
 例示のハワイの産業別の CO2排出、および沖縄観光の水使用（負荷）の内包型排出原単位でも
実際に、この原材料・半製品としての間接の使用（負荷）は産業間で相殺され、総和はゼロにな
りました。この条件を充足していない先行研究も見受けられますが、今回、それが複数の資源・
環境の例、かつ理論的に検証されたことも本研究の貢献といえるでしょう。また、内包型原単位
の導出には、産業別の直接の資源・環境使用（負荷）が必要です。他方、たとえば原油産業の財・
サービスの中間需要（投入）は、産業別の原油の直接使用（負荷）額です。さらに、一物一価が
前提の産業連関表では、同一産業からの投入物の価格も共通なため、実質化後の中間投入の比は、
原油の物理的（eg：バーレル、kl 等）の使用（負荷）の比に一致します。よって、原油使用（負
荷）に因る CO2総排出量がわかれば、それを同比で按分すれば、産業別の直接 CO2排出原単位が
容易に得られます。この点の明示も本研究の成果のひとつです。ただし、本研究が把握したのは、
いずれの資源（環境）の場合も、財・サービスの生産に関わるものです。化石燃料や水等はもち
ろん、産業の他に家計もその大きな使用（負荷）主体です。よって、今後も、本研究の手法を道
路面積（→渋滞）や空間そのものの混雑等、様々な資源・環境使用（負荷）に応用すると同時に、
この家計の使用（負荷）も含めた包括的への拡充が必要です。拡充は、分析モデルを産業連関か
ら社会会計行列（SAM）等に置き換えることで可能です。 
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